
⑤市街化区域、市街化調整区域及び地域地区等面積

ア．市街化区域及び市街化調整区域面積
区　域　別 面　積(ha) 比　率(%)

市街化区域
市街化調整区域

合　　計

イ．用途地域（用途、容積率、建ぺい率、高さの限度、特別用途地区）
 建築物の高さ 特別用途地区
  の限度(m) （特別工業地区）

 第二種低層
 住居専用地域

 第一種中高層 － － －

 住居専用地域 － － －
－ － －

（小　計） － － － （504.9） （27.7） － －

 第二種中高層
 住居専用地域

第一種住居地域 － － －
－ － －
－ － －

（小　計） － － － （428.6） （23.5） － －

第二種住居地域 － － －
－ － －

（小　計） － － － （36.4） （2.0） － －

近隣商業地域 － － －
－ － －

（小　計） － － － （239.9） （13.1） － －

商業地域 － － －
－ － －
－ － －

（小　計） － － － （168.6） （9.3） － －

準工業地域 －
－
－

（小　計） － － － （320.5） （17.6） （75.9） （4.2）

工業地域 － － －
－ － －
－ － －

（小　計） － － － （99.4） （5.5） － －

(*)比率(%)は、市街化区域面積に対する比率

ウ．防火地域及び準防火地域 エ．高度地区
地　域 面　積(ha) 比　率(%)(*) 地　区 面　積(ha) 比　率(%)(*)

　防火地域 第二種高度地区

　準防火地域 第三種高度地区

合　計
(*)比率(%)は、市街化区域面積に対する比率

最低限高度地区

オ．高度利用地区 40ｍ高度地区

面　積(ha) 比　率(%)(*)
高度利用地区

(*)比率(%)は、市街化区域面積に対する比率 指定なし
合　計

(*)比率(%)は、市街化区域面積に対する比率
（以上、都市計画課）

※区域区分、用途地域、高度地区、防火地域及び準防火地域、特別工業地区の面積は、平成25年4月1日現在。

第三種高度地区
かつ最低限高度
地区

種　類 容積率(%) 建ぺい率(%)

合　計 － －

面　積(ha) 比　率(%)(*)

－

－

比　率(%)(*)

－

－

－

－

最低限高度地区
かつ40ｍ高度地

区

－－

最低限高度地区
かつ35m高度地区

３．財政

(1)予算・決算

① 財政規模の推移

金　額 増減率 金　額 増減率 金　額 増減率 金　額 増減率 金　額 増減率

（千円） （％） （千円） （％） （千円） （％） （千円） （％） （千円） （％）

当初予算額 △ 0.3 △ 1.3 △ 3.0

補正予算額 △ 128,490 △ 6,068,702

最終予算額 △ 1.8

決　算　額

当初予算額 △ 4.7

補正予算額 △ 2,767,387 △ 2,118,851 △ 1,500,723 △ 849,206

最終予算額 △ 2.7 △ 3.4

決　算　額 △ 6.0 △ 1.4

当初予算額 △ 91.1 △ 85.1 皆減

補正予算額

最終予算額 △ 91.1 △ 84.5 皆減

決　算　額 △ 90.3 △ 84.5

当初予算額 △ 9.3 △ 4.1 △ 25.3 △ 3.2

補正予算額

最終予算額 △ 6.4 △ 7.0 △ 25.3

決　算　額 △ 24.8 △ 35.8

当初予算額 △ 98.7 △ 96.4 皆減

補正予算額

最終予算額 △ 97.6 △ 69.3 皆減

決　算　額 △ 98.1 △ 75.7

当初予算額 △ 4.3

補正予算額

最終予算額

決　算　額

当初予算額

補正予算額

最終予算額 △ 0.7

決　算　額 △ 1.8

当初予算額 △ 13.7 △ 1.9 △ 0.3

補正予算額 △ 1,921,210 △ 6,063,745

最終予算額 △ 14.6

決　算　額 △ 12.2

　　*20年度より　「後期高齢者医療会計」　創設 財政課

　　*用地特別会計は24年度,25年度当初予算未計上、老人保健会計は22年度をもって廃止

　　　　　　　年 度 等

会計名・種別

平21

合　   計

一 般 会 計

国民健康
保険事業
会      計

用地特別
会   　 計

中小企業
従業員

退職金等
共済事業
会　　　計

後期高齢
者医療
会　  計

老人保健
会 　   計

介護保険
会　　　計

オ．高度利用地区
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② 区債発行額・現在高等 （単位：千円）

元　金

利　子

合　計

※一般会計、用地特別会計の過去５年間の合計である。 　　 財政課

合　　計

年度末現在高

償
還
額

       年 度

区 分
平20

発　行　額

③ 各基金（積立基金）の状況　　　
ア.　施設建設基金 （単位：千円）

一般財源

寄 付 金

利　　子

そ の 他

合　　計

―

※福祉施設、教育施設、土木施設その他の公共用又は公用に供する施設を建設するために設置 財政課
　された基金。

イ.　財政調整基金 （単位：千円）

一般財源

利　　子

そ の 他

合　　計

―

※年度間の財源調整を行い、財政の健全な運営を図るために設置された基金。　　　 財政課

ウ.　まちづくり基金 （単位：千円）

一般財源

利　　子

そ の 他

合　　計

―

※区の総合的なまちづくりに要する資金に充てるために設置された基金。 財政課

エ.　減債基金　　　　　 （単位：千円）

一般財源

利　　子

そ の 他

合　　計

―

※特別区債の償還に必要な財源を確保し、財政の健全な運営に資するために設置された基金。 財政課

合　計

合　計

合　計

合　計

　　　　 年 度

区 分

平５～19

現　在　高

取　崩　額

現　在　高

　　　　 年 度

区 分

積
立
金

取　崩　額

積
立
金

取　崩　額

積
立
金

平２～19

昭51～平19

現　在　高

　　　　 年 度

区 分

昭63～平19
　　　　 年 度

区 分

積
立
金

取　崩　額

現　在　高

オ.　学校改築基金  （単位：千円）

一般財源

利　　子

そ の 他

合　　計

―

財政課

カ.　谷村教育基金 （単位：千円）

一般財源

寄 付 金

利　　子

合　　計

―

　　財政課

キ.　福祉施設整備基金 （単位：千円）

一般財源

寄 付 金

利　　子

合　　計

―

※民間福祉施設の整備費を補助し、区内に誘導するために設置された基金。 　　財政課

ク.　協働推進基金 （単位：千円）

一般財源

寄 付 金

利　　子

そ の 他

合　　計

―

地域振興課

※区民による主体的な公益活動を支援し、協働のまちづくりを推進するために設置された基金。

ケ．定住化基金 （単位：千円）

一般財源

利　　子

そ の 他

合　　計

―

※１　定住化対策に関する施策を総合的に推進するために設置された基金。 住宅課

※２　基金運用の実態を表示するため、積立金の財源内訳は「予算執行の実績報告」と

      必ずしも一致していない。

※３　定住化基金条例は平成19年度に休止し、事業については一般財源に移行した。

積
立
金

取　崩　額

合　計

現　在　高

積
立
金

合　計

　　　　　年度

区分
平19

現　在　高

取　崩　額

　　　　 年 度

区 分
平４～19

平12～19

平14～19

　　　　 年 度

区 分

積
立
金

取　崩　額

　　　　　年度

区分

現　在　高

取　崩　額

現　在　高

※区立小学校及び中学校を改築するために設置された基金。

合　計

積
立
金

※北区の学校教育及び生涯学習の振興のために設置された基金。

平17～19

現　在　高

取　崩　額

積
立
金

　　　　　年度

区分

合　計

合　計
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コ．定住化基金活用事業 （単位：千円）

住宅課※　定住化基金は平成19年度に休止し、事業については一般財源に移行した。

住まい改修
支援事業

住宅取得助成

三世代住宅建設
促進助成
住宅情報コ－ナ－
運営

転居費用助成

平19

分譲マンション
対策

住み替え家賃補助

優良集合賃貸住宅
供給促進助成

一人ぐらし高齢者
アパ－ト管理
高齢者住宅
あっせん事業

区民住宅建設補助

区民住宅管理

        　年 度
 区 分

サ．住宅管理基金 　　　　　　（単位：千円）

特定財源
利　　子
合　　計

―

※１　北区営住宅及び北区立区民住宅の管理に要する資金を充てるために設置された基金。 住宅課
※２　基金運用の実態を表示するため、積立金の財源内訳は「予算執行の実績報告」と必ずしも一致していない。

取　崩　額
現　在　高

合　計

積
立
金

        　　年 度
 区 分

平9～19

シ．みどりの基金 （単位：千円）

一般財源
寄 付 金
利   子
そ の 他
合    計

－

※１　みどりの保護と育成を図るために設置された基金。 環境課
※２　基金運用の実態を表示するため、積立金の財源内訳は「予算執行の実績報告」と必ずしも一致していない。

合　計

積
　
立
　
金

取　崩　額
現　在　高

        　　　年 度
 区 分

平5～19

セ．北区応援サポーター基金 （単位：千円）

一般財源
寄 付 金
利    子
そ の 他
合    計

企画課※ 北区応援サポーター寄付制度（ふるさと納税寄付金）を活用し、
　　個性豊かな活力ある北区を推進するための基金

        　　年 度
 区 分

平23 合　計

積
　
立
　
金

取　崩　額
現　在　高

④ 普通会計決算

ア．歳入

決算額 構成比 伸び率 決算額 構成比 伸び率 決算額 構成比 伸び率

(千円) (％) (％) (千円) (％) (％) (千円) (％) (％)

△ 0.3

△ 77.8 △ 3.7 △ 6.1

△ 19.4 △ 21.7

△ 52.4 △ 18.6

△ 11.8 △ 75.8 △ 1.1

△ 3.0 △ 7.6

△ 13.9

△ 12.4 △ 8.3 △ 51.6

△ 82.0

△ 11.9

△ 1.3 △ 9.3 △ 3.0

△ 1.9 △ 2.7

△ 1.1

△ 0.5 △ 20.6

△ 13.2

△ 84.3 △ 3.9

△ 91.9

△ 3.4 △ 26.8

△ 15.1 △ 6.3

△ 26.6 △ 29.3

△ 5.9

決算額 構成比 伸び率 決算額 構成比 伸び率

(千円) (％) (％) （千円） （％） （％）

△ 5.0 △ 0.6

△ 2.9 △ 2.7

△ 5.7

△ 8.7 △ 19.8

△ 0.2 △ 2.8

△ 10.1 △ 4.9

△ 18.0

△ 2.8

△ 8.3 △ 4.5

△ 6.7

△ 8.5

△ 83.5

△ 78.0

△ 1.4

△ 62.3 △ 45.0

△ 23.5

△ 2.3

※端数処理の都合上、内訳と合計が一致しない場合がある。  財政課

ゴルフ場利用税交付金

配 当 割 交 付 金

株式等譲渡所得割交付金

自 動 車 取 得 税 交 付 金

特別区財政調整交付金

交通安全対策特別交付金

分 担 金 及 び 負 担 金

地 方 消 費 税 交 付 金

特 別 区 税

地 方 譲 与 税

利 子 割 交 付 金

平19            年 度 等

区 分

歳 入 総 額

繰 入 金

繰 越 金

諸 収 入

特 別 区 債

特 別 区 債

財 産 収 入

諸 収 入

国 庫 支 出 金

配 当 割 交 付 金

株式等譲渡所得割交付金

地 方 特 例 交 付 金

特別区財政調整交付金

交通安全対策特別交付金

寄 付 金

繰 入 金

繰 越 金

            年 度 等

区 分

地 方 譲 与 税

国 庫 支 出 金

都 支 出 金

財 産 収 入

寄 付 金

ゴルフ場利用税交付金

分 担 金 及 び 負 担 金

使 用 料 及 び 手 数 料

地 方 特 例 交 付 金

利 子 割 交 付 金

自 動 車 取 得 税 交 付 金

地 方 消 費 税 交 付 金

歳 入 総 額

都 支 出 金

使 用 料 及 び 手 数 料

特 別 区 税

ス．みどりの基金活用事業 （単位：千円）
年度 金　額

環境課

なし
なし

※　18年度 防災センター屋上緑化事業を含む。

都電荒川線沿線緑地管理費
みどりの保護事業
緑化推進事業
花のあるまち推進事業
なし

なし

防災センター管理費
都電荒川線沿線緑地管理費
みどりの保護事業
緑化推進事業
花のあるまち推進事業

都電荒川線沿線緑地管理費
みどりの保護事業
緑化推進事業
花のあるまち推進事業
都電荒川線沿線緑地管理費
みどりの保護事業
緑化推進事業
花のあるまち推進事業

平16

都電荒川線沿線緑地管理費
みどりの保護事業
緑化推進事業
花のあるまち推進事業

事　　業　　名
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イ．歳出(目的別)

構成比
（千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （％）

議 会 費

総 務 費

民 生 費

衛 生 費

労 働 費

農 林 水 産 業 費

商 工 費

土 木 費

消 防 費

教 育 費

災 害 復 旧 費

公 債 費

諸 支 出 金

歳 出 合 計

財政課

ウ．歳出(性質別)

構成比 伸率
（千円） （千円） （千円） (千円） (千円） （％） （％）

人 件 費

扶 助 費

公 債 費

小 計

物 件 費 △ 4.2 

維 持 補 修 費

補 助 費 等 △ 5.7 

積 立 金 △ 73.4 

投 資 ・ 出 資 金 皆増

貸 付 金

繰 出 金

普通建設事業費

災害復旧事業費

失業対策事業費 ―

歳 出 合 計

財政課

　　　　　年 度
 区 分

　　　   年 度
 区 分

※端数処理の都合上、内訳と合計が一致しない場合がある。

※端数処理の都合上、内訳と合計が一致しない場合がある。

平19

平19

⑤ 普通会計決算収支財政力指数等
　　　　 年 度
 区 分

平19

財 政 力 指 数

実 質 収 支 比 率

公 債 費 比 率

実質公債費比率     △1.0     △1.6

　財政課

※  経常収支比率の分母について

　　上段は減税補てん債及び臨時財政対策債を含む。

　  下段の（ ）内の数字は、減税補てん債及び臨時財政対策債を含まない。

　Ａ：地方債の元利償還金（繰上償還等を除く。）
　Ｂ：地方債の元利償還金に準ずるもの（「準元利償還金」）
　Ｃ：元利償還金又は準元利償還金に充てられる特定財源
　Ｄ：地方債に係る元利償還に要する経費として普通交付税の額の算定に用いる基準財政需要額に
　　算入された額（「算入公債費の額」）及び準元利償還金に要する経費として普通交付税の額の
　　算定に用いる基準財政需要額に算入された額（「算入準公債費の額」）
　Ｅ：標準的な規模の収入の額（「標準財政規模」）

＃実質公債費比率 ＝

×100

＃財政力指数＝

＃実質収支比率＝

の当該年度を含む３ヵ年平均
基準財政収入額

基準財政需要額

×100

×100
（Ａ＋Ｂ）－（Ｃ＋Ｄ）

Ｅ－Ｄ

標準財政規模
×100

一般財源充当公債費
＃公債費比率＝

経 常 収 支 比 率

＃経常収支比率＝
経常一般財源の額

経常経費充当一般財源額

実質収支額

標準財政規模

(2)特別区税

① 特別区税の推移（収納額）

平19

金　額（千円）

増減率（ ％ ） △5.7 △1.8 

金　額（千円）

増減率（ ％ ） △0.8 △1.7 △1.4 

金　額（千円）

増減率（ ％ ） △0.9 △4.2 △6.0 

金　額（千円）

増減率（ ％ ） △0.3 △5.0 △0.6 

税務課・収納推進課

合　　　　計

　　　　　　　　　　　年　度
区　分

特 別 区 民 税

軽 自 動 車 税

特別区たばこ税
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② 国税・都税・区税収入状況

伸率 構成比
（百万円） （百万円） （百万円） （百万円） （百万円） （％） （％）

△ 2.7

△ 4.7

△ 51.1

△ 5.7

△ 1.4

法人分 △ 11.4

個人分 △ 2.2

法人分 △ 11.5

個人分 △ 25.0

△ 6.5

△ 1.8

△ 1.2

△ 0.6

△ 1.1

※端数処理の都合上、内訳と合計が一致しない場合がある。 税務課

※国税は王子税務署、都税は北都税事務所、区税は北区の所管分をそれぞれ記載している。

※都民税法人分、事業税（法人分・個人分）の所管が荒川都税事務所へ変更になったことに伴い、

　収入額が大幅に減少している。（北都税事務所は未納分のみ収納）

平19

所得税(申告)

所得税(源泉)

区分

年度

特別土地保有税

都 市 計 画 税

固 定 資 産 税

事
業
税

計

そ　  の  　他

法　 人　 税

合　　  計

特 別 区 民 税

軽 自 動 車 税

特別区たばこ税

計

区
　
　
税

計

そ 　の　 他

都
民
税

都
　
　
　
　
税

国
　
　
　
　
税

相続(贈与)税

消   費 　税

③ 納税義務者数 　(単位：人)

平20

普通徴収

給与特別徴収

年金特別徴収

総　　数

普通徴収

給与特別徴収

年金特別徴収

総　　数

普通徴収

給与特別徴収

年金特別徴収

総　　数

普通徴収

給与特別徴収

年金特別徴収

総　　数

※各年度とも翌年5月31日現在で、退職分離分と過年度分を除いた数値である。 　　税務課

※複数の徴収方法で納税する者については、二重計上を避けるため、

　①給与特別徴収、②年金特別徴収、③普通徴収の順で、いずれか１つに計上した。

均等割と所得割の者

総　　　数

　　　　　　　　 　年　度
 内　訳

均等割のみの者

所得割のみの者

（３）公有財産(土地・建物) 　（単位：㎡）

土　地

建　物

土　地

建　物

土　地

建　物

土　地

建　物

土　地

建　物

土　地

建　物

※各年度とも3月31日現在の数値である。 　　契約管財課

公有財産計

行政財産

行
政
財
産
内
訳

学　校

公　園

　　　　　　年 度

区 分
２１平２０ ２４２３２２

普通財産

その他
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